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担当府省名

番号/テーマ Ｂ５－４

提言

検討方法 検討の方向性

検討主体
・社会保障審議会介護保険部会
・委員は、介護保険に関して学識
経験のある者（事業者、保険者、
利用者、研究者等）26名により構
成。
・平成23年に4回開催。
・議論は公開。

平成23年11月30日に「社会保
障・税一体改革における介護分
野の制度見直しに関するこれま
での議論の整理」がとりまとめら
れている。

【現行並み所得のある者の負担
割合の見直し】
一部にサービス利用が長期にわ
たることなどから慎重な意見があ
るものの、若年層に負担を求め
る以上、高齢者も応分の負担を
することはやむを得ないのではな
いかとの意見が多い。

【65歳以上の低所得者に対する
保険料軽減策の強化】
資産等を考慮して保険料水準を
設定することについて懸念が示さ
れたものの、低所得者に対して
保険料の軽減強化を行うことに
ついては、全般的に肯定的な意
見。

利用者負担の見直しや１号保険料の軽減強化
の具体的内容や実施時期等については、社会
保障・税一体改革全体の中で、平成24年通常国
会への法案提出に向けて、関係者の意見を聴
きながら引き続き検討を進めていきたい。

―

・社会保障・税一体改革素案
http://www.cas.go.jp/jp/seisaku
/syakaihosyou/pdf/240106houko
ku.pdf
・社会保障審議会介護保険部会
における議論の整理について
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi
/2r9852000001wnbh-
att/2r9852000001wnf1.pdf

①現役並みの所得がある者の負
担割合の見直しと低所得者に対す
る保険料軽減強化

検討状況
個別項目 実施スケジュール 既に実施済/達成した事項 詳細資料

「提言型政策仕分け」　提言を受けた各府省の取組概要

厚生労働省

社会保障：介護サービスの機能強化と効率化・重点化

①現役並みの所得がある者については、世代内の公平な支え合いの観点、医療保険とのバランスを考慮し、負担割合を見直すべき。あわせて、６５歳以上の低所得者に対する保険料軽減策を
強化すべき。また、②軽度の対象者に対する生活支援については、自立を促す観点で保険給付の在り方を見直すべき。その際、重度化を予防する他の有効な手段の拡充についても併せて検討
すること。③介護サービスについては、基本的には、施設中心から在宅介護中心に移行すべき。そのために、介護保険サービスとしっかり連携した良質な高齢者住宅を普及させるべき。④介護職
員の処遇改善については、一時的な交付金よりも、介護報酬の中で対応すべき。あわせて、事業者の内部留保がある場合にはその活用を行うべき。これに関し、事業者の内部留保のデータやそ
れが適切な水準であるかどうかについて、介護報酬改定前までに行政刷新会議に報告すること。なお、処遇改善のために介護報酬を加算する場合には、現に処遇改善につながる仕組みを整備
すること。
⑤サラリーマン（４０～６４歳）の介護保険料については、世代行政刷新会議「提言型政策仕分け」内の公平な支え合いの観点から、所得に応じた拠出（総報酬割）を医療保険と同様にまずは一部
導入すべき。さらに今後、高齢者の介護保険料を軽減し、所得に応じた拠出（総報酬割）を全部導入することについて検討すべき。
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―

・社会保障審議会－介護給付費
分科会（1月25日）資料
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi
/2r9852000002113p.html

②軽度者の自立支援

検討主体
・社会保障審議会介護給付費分
科会
・委員は、介護保険に関して学識
経験のある者（事業者、保険者、
利用者、研究者等）25名により構
成。
・平成23年に17回開催。
・議論は公開。

・平成24年度介護報酬改定において、
介護予防・重度化予防の観点から、リ
ハビリテーションや機能訓練などの自
立支援に資するサービスを適切に評
価・重点化を行った。
（機能強化・重点化の具体例）
【訪問介護と訪問リハとの連携の推
進】
・自立支援型のサービスの提供を促進
し、利用者の在宅における生活機能
向上を図る観点から、訪問リハビリ
テーション実施時にサービス提供責任
者とリハビリテーション専門職が、同時
に利用者宅を訪問し、両者の共同によ
る訪問介護計画を作成することについ
ての評価を行う。（訪問リハビリテー
ションにおいても同様。）

【介護老人保健施設における在宅復
帰支援機能の強化】
・介護老人保健施設において在宅復
帰支援型の施設としての機能を強化
する観点から、在宅復帰の状況及び
ベッドの回転率を指標とし、機能に応
じた報酬体系への見直しを行う。

【通所リハビリテーションにおける短時
間の個別リハビリテーションに対する
評価】
・医療保険からの円滑な移行を促進す
るため、短時間の個別リハビリテー
ションの実施について重点的に評価を
行うとともに、長時間のリハビリテー
ションについて評価を適正化した。

【生活援助における時間区分の変更】
・訪問介護における生活援助の時間
区分について、サービスの提供実態を
踏まえるとともに、限られた人材の効
果的活用を図り、より多くの利用者に
対し、適切なアセスメントとケアマネジ
メントに基づき、そのニーズに応じた
サービスを効率的に提供する観点か
ら時間区分の見直しを行う。

・平成２４年１月２５日　厚生労働大臣から社会
保障審議会に対して平成24年度介護報酬改定
案を諮問、同日答申。
・平成２４年３月上旬～　介護報酬改定に係る法
令・通知の発出（4月1日施行）。
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検討主体
・社会保障審議会介護給付費分
科会
・委員は、介護保険に関して学識
経験のある者（事業者、保険者、
利用者、研究者等）25名により構
成。
・平成23年に17回開催。
・議論は公開。

・住み慣れた地域で在宅を基本
とした生活の継続を目指す地域
包括ケアシステムの基盤を強化
するため、昨年６月に成立した改
正介護保険法において定期巡
回・随時対応型サービス等を創
設するとともに、平成24年度介護
報酬改定において適切に評価
（※）する。

　（※）定期巡回・随時対応型
サービスについては、利用者が、
必要なタイミングで必要なサービ
スを柔軟に受けることを可能にす
るとともに、事業者の安定的運営
を図る観点から、出来高による報
酬ではなく、要介護度別・月単位
の定額報酬を基本とした報酬を
設定。

・平成２４年１月２５日　厚生労働大臣から社会
保障審議会に対して平成24年度介護報酬改定
案を諮問、同日答申。
・平成２４年３月上旬～　介護報酬改定に係る法
令・通知の発出（4月1日施行）。
・訪問介護事業所の併設等、介護サービスと連
携した高齢者住宅である「サービス付き高齢者
向け住宅」（平成23年10月20日創設）について
は、支援制度により、一層の普及を図る。

―

サービス付き高齢者向け住宅の
詳細資料
http://www.satsuki-
jutaku.jp/system.html

検討主体
・社会保障審議会介護給付費分
科会
・委員は、介護保険に関して学識
経験のある者（事業者、保険者、
利用者、研究者等）25名により構
成。
・平成23年に17回開催。
・議論は公開。

・平成24年度介護報酬改定にお
いて、処遇改善交付金に相当す
る介護職員処遇改善加算を創設
し、引き続き介護職員の処遇改
善を行う。
・事業者（特別養護老人ホーム）
の内部留保は、今後の施設の建
替えや当面の運営資金等のため
に確保されているものと考えら
れ、また、今回の介護報酬改定
においては、介護事業者の経営
状況や地域包括ケアの推進等を
踏まえ、＋１．２％の改定率の中
で、施設＋０．２％、在宅＋１．
０％ というメリハリを付けた設定
をした上で、改定を行う。

・平成２４年１月２５日　厚生労働大臣から社会
保障審議会に対して平成24年度介護報酬改定
案を諮問、同日答申。
・平成２４年３月上旬～　介護報酬改定に係る法
令・通知の発出（4月1日施行）。

・各自治体から提供のあった特別養護老人ホー
ムの貸借対照表の集計結果（1施設当たり平均
約3.1億円）等を、平成24年1月19日の行政刷新
会議に報告。

・社会保障審議会－介護給付費
分科会（1月25日）資料
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi
/2r9852000002113p.html
・行政刷新会議提出資料
http://www.cao.go.jp/sasshin/ka
igi/honkaigi/d24/pdf/s1-5.pdf

③施設中心から在宅介護中心へ
の移行。高齢者住宅の普及

④介護職員の処遇改善
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検討主体
・社会保障審議会介護保険部会
・委員は、介護保険に関して学識
経験のある者（事業者、保険者、
利用者、研究者等）26名により構
成。
・平成23年に4回開催。
・議論は公開。

平成23年11月30日に「社会保
障・税一体改革における介護分
野の制度見直しに関するこれま
での議論の整理」がとりまとめら
れている。

総報酬割導入については、負担
の応能性を高めることが公平性
を高めるとの立場や処遇改善の
財源確保により介護サービスの
円滑な提供を確保すべきとの立
場から賛成する意見が多く見ら
れた一方、社会保障負担の増加
する現役世代の保険料負担とこ
れに伴う雇用への影響に配慮す
べきとの立場から、強い反対意
見あり。

介護納付金の総報酬割導入の具体的内容や実
施時期等については、社会保障・税一体改革全
体の中で、平成24年通常国会への法案提出に
向けて、関係者の意見を聴きながら引き続き検
討を進めていきたい。

―

・社会保障・税一体改革素案
http://www.cas.go.jp/jp/seisaku
/syakaihosyou/pdf/240106houko
ku.pdf
・社会保障審議会介護保険部会
における議論の整理について
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi
/2r9852000001wnbh-
att/2r9852000001wnf1.pdf

⑤介護納付金への総報酬割の導
入
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